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不動産法特論⑫

1




１．８種類制限の趣旨

2

不動産取引において、宅建業者が自社物件の住宅やマンションを販売するよ
うな場合もあります。このとき、問題となるのが、売主の宅建業者が一般人の
買主に対して不利となるような契約を締結することです。
不動産取引に精通した宅建業者と不動産取引についての知識と経験に乏し
い一般人との取引では、一般人が情報の非対称性の状況に置かれています。
その結果、宅建業者が一般人の不動産取引に不慣れな面を利用して、買主に
不利となる契約を押し付ける危険性があります。

そこで宅建業法は、宅建業者が自ら売主となる宅地建物の売買契約において、
買主が一般人である場合、一般人を保護するために、売主の宅建業者に対し
て、８種類の業務上の制限を課しています。従って、一般人同士の不動産売買
契約を宅建業者が媒介をした場合や宅建業者同士の不動産売買契約には、８
種類の業務上の制限は適用されません。




２．８種類制限の内容
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８種類制限とは、次の通りです。

①クーリング・オフ
②手付金等の額の制限
③手付金等の保全措置
④他人物売買の制限
⑤損害賠償額の予定等の制限
⑥契約内容不適合担保責任についての特約の制限
⑦割賦販売契約解除の制限
⑧所有権留保等の制限
今回は、以上のうちから、①～③を取り上げます。

不動産知識
経験が豊富

宅建業者 一般人

売買契約
不動産知識
経験が乏しい

８種類制限




３．クーリング・オフ制度
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「クーリング・オフ制度」とは、宅建業者が自ら売主で買主が一般人となる宅地
建物の売買契約において、買受けの申込みまたは売買契約が安定的でない場
所（宅建業者の事務所等以外の場所）で行われた場合に、買主が書面により
買受けの申込みを撤回し契約を解除することができる制度です。

例えば、宅建業者 Aが自社が開発
した住宅を一般人の Bに販売する
場合です。当該住宅の売買契約を
宅建業者 Aの事務所ではなく、最
寄りの駅前の喫茶店で行ったとしま
す。 Bが喫茶店で住宅を買い受け
る申し込みをして、その場で契約をし
たとします。この場合、原則として、 B
は、当該契約を解除できます。

宅建業者
（売主 A ）

一般人
（買主 B ）

（喫茶店）
①買受の申込み

②クーリング・オフ可
能




４．クーリング・オフ制度の趣旨
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買主である一般人に、クーリング・オフ、つまり、契約の解除を自由に認める理由
は、宅地建物取引士もいないような物件情報を十分に確認できない場所にお
いて、誤った判断をした買主を保護するためです。

宅建業法は、購入者が宅建業者の
事務所等以外の場所（買主にとって
精神的に不安定な場所）で判断を
誤った場合には、一般人保護のため
に書面により申込みの撤回または契
約の解除を認めることとしました。




５．クーリング・オフができる場所
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クーリング・オフが可能な場所とは、買主が不安定な状況で契約を行った場所
です。それは、宅建業者の事務所等以外の場所であり、具体的には次の通りで
す。
①喫茶店・レストラン・旅館・ホテル・
銀　
　行のロビー等
②テント張りの案内所・仮設小屋の
案
　内所等
③宅建業者が申し出た場合の、購
入
　者の自宅・勤務先

こうした不安定な場所で行われた「買受けの申込み」や契約については、買主
は買受けの申込みを撤回し、契約を解除することができます。

宅建業者
（売主）

一般人（買
主）

（喫茶店）
①買受の申込み

②クーリング・オフ可
能




６．クーリング・オフの判断基準
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なお、クーリング・オフの可否は、「買受けの申込み」の場所で判断します。

例えば、買受けの申込みを喫茶店で行
い、契約は事務所で行った場合、クーリ
ング・オフが可能です。

しかし、買受けの申込みを宅建業者の事務
所で行い、契約は喫茶店で行った場合、クー
リング・オフはできません。

（事務所）
①買受の申込

み

（喫茶店）
②契約

③クーリング・オフ不可

宅建業者
（売主）

一般人（買
主）（喫茶店）

①買受の申込
み

③クーリング・オフ可能

（事務所）
②契約




７．クーリング・オフができない場所
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クーリング・オフができない場所（安定的な場所）とは、次の通りです。この場所
で、買受けの申し込みをした場合、クーリング・オフはできません。
①宅建業者の事務所
②取引士がいる事務所以外の施
設・
　案内所・展示会場・モデルルーム
③他の宅建業者に媒介・代理を依
頼
　した場合のその宅建業者の事務
所
　等
④購入者から申し出た場合の、購入
　者の自宅・勤務先

宅建業者
（売主）

一般人
（買主）

（事務所）
①買受の申込み

②クーリング・オフ不
可

なお、購入者から申し出た場合の場所は、購入者の自宅・勤務先に限られます。
例えば、購入者から申し出た場所が喫茶店の場合、クーリング・オフは可能です。




８．クーリング・オフが可能な期間
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原則、いつまででもクーリング・オフは可能です。期間の制限はありません。
しかし、不動産営業では、事務所以外の場所で契約をすることもあります。そう
した場合に、いつまででもクーリング・オフができるとなると宅建業者も解約のリ
スクを負います。

そこで、宅建業者は事務所等以外の場所で買受けの申し込みを受け、売買契
約を締結した場合、買主に対しての「告知」をすることで、クーリング・オフの期
間を「８日間」に制限できます。買主に対して、買主が申込みの撤回を行うこと
が出来る旨を記載した書面（「告知書」）を、買主に交付してクーリング・オフが
できる旨を告知します。

買主は、告知書の交付を受けた場合、８日間以内に撤回等の書面を発すれば
有効に撤回等ができます。撤回等の効力は、通知を発したときに生じます（発信
主義）。書面によるクーリング・オフの告知をしてから８日を経過した場合、買主
は買受けの申込みの撤回または契約の解除はできません。契約は有効となり
ます。




９．告知書による告知がされた場合のクーリング・オフ期間
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10 ．クーリング・オフの例外
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また、宅建業者の事務所等以外で買受けの申込みを行っても、買主が「代金額
の全額を支払い」、かつ、「物件の引渡しを受けた」場合には、クーリング・オフは
できません。これは、当該売買契約の履行が済んだ状況です。買受けの申込み
を事務所で行わなかったというだけで、履行された契約を覆すことは多くのリス
クがあるため認められません。

宅建業者
（売主） 一般人（買

主）

（喫茶店）
①買受の申込
み

④代金全額支払い
②契約

③引き渡し

⑤クーリング・オフ不
可




11 ．クーリング・オフ可否の確認
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④クーリング・オフできる旨を書面で告げら
れて、
　 8日を経過していないか？

Yes

⑤物件の引渡しを受け、かつ代金の全額を
支払ってしまったか？

Yes

①宅建業者が自ら売主となる宅地建物の売買契約であるか？

②買主が一般人であるか？

Yes

③事務所等以外の場所で買受の申し込み
を
　したか？

Yes

クーリング・オフ
を適用できない

No
No

No

No

YES




12 ．手付金等
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「手付金等」とは、不動産売買契約に際し、契約締結の日から物件の引渡し迄
の間に買主から支払われる金銭で、手付金、内金、中間金等と呼ばれ、代金の
全部又は一部として支払われるもの、あるいは最終的に代金に充当されるもの
です。

例えば、 A所有の 3,000万円の甲物
件の売買契約に際し、買主 Bが 300
万円を手付金として Aに渡し、手付契
約を締結することになります。甲物件の
売買契約が成立後、 Bが Aに残金代
金 2,700万円を支払えば、 300万円
の手付金は代金に充当されます。

買主
売主

②甲物件の
売買契約成立

①手付金交付
（ 300万円）

③残金支払い
（ 2700万円）




13 ．手付金の性質
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不動産売買契約では、契約締結と同時に別途、手付契約を締結するのが一般
的です。これにより、買主から売主に対して、手付金を交付します。その目的は、
成約の証明や違約金等、様々考えられます。

しかし、宅建業者が自ら売主となる宅地
建物の売買契約において手付金を受領
したときは、その手付がいかなる種類
（成約手付、証約手付、違約手付、解約
手付）のものでも、「解約手付」の効力
が与えられます。

買主
売主

売買契約成立

手付金交付

解約手付




14 ．解約手付の機能
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「解約手付」とは、相手方が履行に着手するまでは、買主は手付を放棄して（手
付流し）、売主は受領した手付の倍額を返還して（手付倍返し）、契約を自由に
解除することができる手付です。

例えば、 A所有の 3,000万円の
甲物件の売買契約に際し、買主 B
が 300万円を手付金として Aに渡
したとします。
買主 Bは、 300万円の手付金を A
に対して放棄することで契約を解除
できます。売主 Aは、 Bに対して手
付金 300万円に 300万円を上乗
せした倍額の 600万円を返還する
ことで契約を解除できます。

買主売主
①売買契約成立
3,000万円

②手付金交
付
300万円

手付
放棄

手付倍返し
600万円

解除

解除




15 ．解約手付の性質と解約時期
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契約の解除は、相手方の債務不履行がなければ認められないのが原則です。
しかし、解約手付は、買主が手付金を放棄すれば理由なしに自由に解除ができ、
売主は手付金の倍額を買主に返還すれば自由に解除できるシステムです。

ただし、解除の時期については、
「相手方が履行に着手するまで」です。
相手方が履行に着手していれば解除
ができません。自分が履行に着手して
いても、相手方が履行に着手していな
ければ解除は可能です。
売主の履行の着手とは、物件について
所有権移転登記手続に着手したとき
です。買主の履行の着手とは、残代金
の支払手続をしたときです。

買主売主

②手付金交
付
300万円

手付
放棄

手付倍返し
600万円

①売買契約成
立




16 ．手付金等の額の制限
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民法では、手付金の額について制限はありません。従って、売主が契約を解除さ
せないために、また高額な違約金を得るために高額な手付金を要求することが
予想されます。これが、手付金制度の悪用です。そうした行為を防ぐために、宅
建業法は、手付金等の額を制限しました。

宅建業者が自ら売主で一般人が買主
となる宅地建物の売買契約において、
購入者である一般人から受取ることが
できる手付金の額は消費税額を含め
て
代金額の 2/10 （ 20％）までに制限
されます。
代金額の 20％を超える手付金等を
受領しても、その超える分は無効とな
ります。

買主
一般人

売主
宅建業者

手付金
200万
円

売買代金額
1,000万円

代金額の
2/10 （ 20％）
以下




17 ．手付金等の保全措置の意義

18

不動産売買取引では、手付金を売主に渡すことが一般的です。買主としては、
宅建業者に手付金を渡して、その後、その金を持ち逃げされたり、倒産されたり
して、手付金を失うリスクがあります。

そうした不安を解消し、不動産取引
を円滑に行うために、宅建業者にお
いて「手付金等の保全措置」が義
務付けられています。
宅建業者が自ら売主となる宅地建
物の売買契約において原則として、
保全措置を講じた後でなければ、手
付金等（申込金、手付金、中間金）
を買主から受領することはできませ
ん。

買主
一般人

売主
宅建業者

②手付金受領

売買契約成立

①手付金等保全措置




18 ．保全措置が必要な手付金の額
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宅建業者が手付金等の保全措置が必要となる手付金の金額は、次のとおりで
す。

完成物件

手付金等の額
が代金額の
10％超
または
1,000万円
超

未完成物件

手付金等の額
が代金額の
5％超
または
1,000万円
超

買主
一般人

売主
宅建業者

未完成物件
代金額 5％超
or1,000万円超

完成物件
代金額 10％超
or1,000万円超

手付金
保全
措置

売買契約成立




19 ．手付金等の保全措置の種類
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宅建業者は、次のいずれかの措置をした後でなければ、買主から手付金等を受
け取ることができません。

完成物件 未完成物件

①銀行等の保証委託契約による保証

②保険事業者の保証保険契約による
　保険
③指定保管機関
　
　（保証協会）
　による寄託契
約
　による保管

買主
一般人

売主
宅建業者

②手付金保全措置

①売買契約成立

③手付金交
付




20 ．手付金等の保全措置が不要な場合
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次の場合には、宅建業者は手付金等の保全措置をしなくても、手付金等を受け
取ることができます。

完成物件

手付金等の額
が代金額の
10％以下
または
1,000万円
以下

未完成物件

手付金等の額
が代金額の
5％以下
または
1,000万円
以下

買主
一般人

売主
宅建業者

未完成物件
代金額 5％以下
or1,000万円
以下

完成物件
代金額 10％以
下 or1,000万
円
以下

手付金
保全
措置

売買契約成立
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